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Ⅷ　むすびに代えて ― 複合対話型審理モデルの理論的インパクト ―
はじめに
　『雨ニモマケズ』の一節、「北ニケンクヮヤソショウガアレバ」、「ツマラ
ナイカラヤメロトイヒ」という宮沢賢治（1896 年～ 1933 年）のことばは、
その没後 80 年の現在、言い換えると、現行民事訴訟法（平成 8 年法律第
109 号）の施行後 15 年、あるいは、司法制度改革意見書［平成 13 年 6 月
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視点から設定された民事訴訟の「充実 ･ 迅速化」という目標 9 を具体化す
べく、2003 年に「裁判の迅速に関する法律（平成 15 年法律第 107 号）」（以下、
迅速化法という）とともに「民事訴訟法等の一部を改正する法律」（平成
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15 年法律第 108 号）が成立し、特許権等の訴えの専属管轄化（6 条 1 項以下）、
専門委員制度の導入（92 条の 2 第 1 項以下）、提訴前の証拠収集処分等（132
条の 2 第 1 項以下）、計画審理の推進（147 条の 2 以下）、鑑定手続の改善（215
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【表 1】民事訴訟の制度評価
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　そうして出来上がった民事訴訟を実際に利用した者は、いかに評価した
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　そのようなことからも、“協調 ･ 対話” の世界への重心移行は自然な潮
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　そのため、現時点では“協調 ･ 対話” 重視のグローバルトレンドは民事
訴訟手続に対して何らの影響も与えないとする伝統的な立論が大方の支
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言する判決によって紛争を解決する制度であるが、判決は事実に法を適
用することによって導き出される。そのメカニズムは、要件効果型の法
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弁論期日 50、進行協議期日（民訴規則 95 条 1 項以下）、弁論準備手続期日
（民訴法 168 条）などは協調的対話によるものと区分けすることにしたい。
さらに、書面による準備手続（民訴法 175 条）は、書面の交換のほか、期
日外釈明（民訴法 176 条 4 項 ･149 条）や電話会議の方法による争点整理
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期日）においてこれを終結しなければならない」（ZPO 272 条 1 項）54 と
定め、口頭弁論の包括的準備および主要期日（Haupttermin）の二段構え
を明確に示している。
　まず、包括的準備については、早期第 1 回期日方式（ZPO 275 条）およ
び書面先行手続方式（ZPO 276 条）のうち、いずれによるかを裁判長が







さなければならない（ZPO 273 条 1 項）など、積極的な釈明を駆使して
包括的準備を強力に推進するところに特徴がある。争点整理手続中に和





い（ZPO 279 条 2 項）、その後、裁判所は、事実および訴訟状態について
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改めて当事者と討論し、また、予め可能である限り、証拠調べの結果に
















立趣意書（conclusions）の送達や書証（piéce）の伝達 60 がなされ、2 回ま
での協議期日において判決に適する状態に至る見込みのない場合には、準









長の指揮の下（N.C.P.C.440 条 1 項）、通常、原告弁護士、被告弁護士の順
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もかかわらず（N.C.P.C.440 条 3 項）、黙って聞いているのが通常であると
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ス（fast track）、マルチ ･ トラック（multi-track）の 3 種類のいずれかの手













と認めるのでない限り許されない（Practice Direction 28, paras 7.2 ⑷⒜⒝）。
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護士主導による開示 73 および裁判所の裁量によってプリトライアル ･ カ
ンファレンス（pretrial conference）が開催され（連邦民事訴訟規則［Federal 
Rules of Civil Procedure; FRCP］16 条⒜⒞）、争点整理、手続管理、和解促進、
そして、トライアル準備が行われる。その結果、重要な事実に関する真
正の争点（genuine issue of material fact）が解消し、または、その不存在
が明らかとなった場合には、陪審による正式事実審理はもはや不要であ
り、裁判官の法律上の判断のみで結論を出すサマリー ･ ジャッジメント
（summary judgment）74 がなされる。あるいは、ADR の活用などによって
和解が成立することもしばしばであり、そのようにしてトライアル前に
終了する事件は提訴事件全体の 9 割を超えるという 75。トライアル前に
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終了しなければ、いよいよトライアルについて打ち合わせを行う最終プ
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　ちなみに、アメリカ法律協会（American Law Institute; ALI）および私法
統一国際協会（UNIDROIT）が 2004 年に採択した国際民事訴訟原則（ALI/ 
UNIDROIT, Principles of Transnational Civil Procedure）82 によると、訴訟手
続の構造は、通常、訴答段階（pleading phase）、中間段階（interim phase）、













02小林先生nn.indd   72 13/03/28   17:43
73































02小林先生nn.indd   73 13/03/28   17:43
74
桐蔭法学 19 巻 2 号（2013 年）
位であり、厳格な仕切りを欠くために、引き継ぎに困難を生じていたの
ではなかろうか。裁判官は、プロフェッショナルであることに加え、独
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訴法 132 条の 2 第 1 項以下）や証拠保全（同 234 条）、弁護士会照会（弁
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るために仲裁手続を実施したり 97、争点整理手続を民間 ADR 機関への回
02小林先生nn.indd   78 13/03/28   17:43
79






























02小林先生nn.indd   79 13/03/28   17:43
80





























02小林先生nn.indd   80 13/03/28   17:43
81































02小林先生nn.indd   81 13/03/28   17:43
82
桐蔭法学 19 巻 2 号（2013 年）
に近いものや裁断 ･ 説得型 108 ともいうべきものもあれば、対話型をベー
スとしたものもあり、また、立法論としては英米法諸国でみられる「対
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２．争点整理段階の各論的デザイン
　（１）証拠収集 ･主張提出 ―提訴予告通知から第 1 回口頭弁論期日まで―
　まず、紛争当事者間における訴訟制度上のコミュニケーションは、提
訴予告通知を前提とする提訴前の照会によって開始されることがある（民
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則 53 条 1 項）、重要な書証の写しなどの書類を添付することが求められ
るとともに（同 55 条 1 項 2 項）、訴状受付時に裁判所から配布される「訴
訟の進行に関する照会書」を通じて手続進行に関する情報を伝える機会

















　第 1 回口頭弁論期日は、提訴時から 30 日以内の日であって（民訴規則
60 条 2 項）、上記のような書面を通じた協調的コミュニケーションにより
実質的な審理を開始しうる状態に達した頃に指定される。第 1 回口頭弁
論期日は、通常、争いの有無で事件を振り分ける期日とされ、争いのな
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手続（同 168 条以下）、そして、書面による準備手続（同 175 条以下）と
いう 3 つの争点整理手続を完備するほか、準備書面 122、それとセットで
提出される書証や証拠説明書（民訴規則 137 条）、あるいは、進行協議期
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裁判官には、傾聴（active listening）などのコミュニケーション ･ スキル
をマスターしたミディエーター（mediator）と同じくファシリテーター
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り証明すべき事実を当事者との間で確認する（民訴法 170 条 5 項 ･165 条
1 項）。裁判長は、相当と認めるときは、弁論準備手続を終了するにあたり、
当事者に争点整理の結果を要約した書面を提出させることができる（同
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（2009 年）5 頁、同第二小委員会「民事訴訟の現状と今後の展望⑵―証
拠調べ関係―」判タ 1301 号（2009）23 頁など）や福岡民事実務改善研
究会の提言（同研究会「新しい民事訴訟の実務に向けて―現在と将来の
訴訟実務をどう考えるか―」判タ 1316 号（2010 年）29 頁）などがある。
  2　司法統計年報によると、たとえば、全地方裁判所の民事通常訴訟の第一
審新受件数については、直近 5 年程度では、2005 年の 132,654 件をボト
ムに増加傾向へ転じ、2008 年は 199,522 件、2009 年は 235,508 件であっ
たが、過払金返還請求訴訟の減少に伴い、2010 年は 222,594 件、2011
年は 196,367 件と漸減傾向を看取することができる。
  3　日本弁護士連合会第 62 回定期総会「民事司法改革と司法基盤整備の
推 進 に 関 す る 決 議 」（2011 年 5 月 27 日 ）。http://www.nichibenren.or.jp/
activity/document/assembly_resolution/year/2011/2011_2.html
   4　 http://www.nichibenren.or.jp/activity/justice/minjisihoukaikaku.html
なお、「民事司法改革グランドデザインシンポジウム（上）（中）（下）」
NBL982 号（2012 年）24 頁 ･983 号（2012 年）68 頁 ･984 号（2012 年）
49 頁も参照。
  5　審理契約論につき、山本和彦『民事訴訟審理構造論』（信山社、1995 年）
342 頁、同「審理契約再論―合意に基づく訴訟運営の可能性を求めて―」











2002- Ⅰ 97 頁などがある。
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  6　 拙稿「『複合対話型審理モデル』試論―民事訴訟における競争的アプロー
チと協調的アプローチ―」白門 64 巻 8 号（2012 年）56 頁以下。
  7　 法務省民事局参事官室編『一問一答新民事訴訟法』（商事法務研究会
1996 年）5 頁など。
  8　 小山稔「わが国における民事訴訟促進方策の歩み」判タ601 号（1986 年）
19 頁、同「民事訴訟制度改革の軌跡」自正 40 巻 8 号（1989 年）32 頁。
  9　 意見書 14 頁。
 10   訴訟の理想として掲げられる適正と迅速に関して、「裁判所が手続法の
改正を担当すると、適正ということに十分な関心がゆきわたらず、迅速
一本槍ということになる可能性を否定できない」との指摘（西野喜一「新




 11   たとえば、司法制度改革審議会の委員構成をみると、13 名中、法曹三者
は 3 名にとどまる。
 12   2000 年の調査は、司法制度改革審議会によって同年 9 月から 10 月にか
けて行われた（『「民事訴訟利用者調査」報告書（2000 年 12 月 22 日）
[http://www.kantei.go.jp/jp/sihouseido/tyousa/2001/survey-report.html]』参照。）
2006 年の調査は、民事訴訟制度研究会によって 2006 年 8 月から 12 月
までに実施された（民事訴訟制度研究会編『2006 年民事訴訟利用者調査』
（商事法務、2007 年）参照）。なお、民事訴訟制度研究会が 2011 年 6 月
1 日から同月 30 日までに実施した 2011 年調査の結果は、2006 年調査の
それと比べて、いずれの項目でも大差はみられない（民事訴訟制度研究
会編『2011 年民事訴訟利用者調査』（商事法務、2012 年）169 頁参照）。
 13   これに対し、否定評価の減少などに注目して、司法制度改革による一定
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ころから始めなければなるまい。
 14   日本裁判官ネットワークシンポジウム（平成 23 年 2 月 20 日開催）「民
事紛争解決の新しい試みに向けて（上）」判時 2149 号（2012 年）11-12
頁〔井垣敏生 発言〕。
 15   これは、弁論準備手続期日を単なる準備書面の交換の場とする現象のこ
とであり、「3 分間争点整理」などと呼ばれる。東京地方裁判所ほか「新
民事訴訟法施行後の訴訟運営をめぐる懇談会⑴」判時 1735 号（2001 年）
20 頁〔田代雅彦 発言、萩尾保繁 発言〕、貝阿彌誠ほか「争点整理手続
の実情と課題」判時 1823 号（2003 年）3 頁以下、林道晴ほか「改正民
事訴訟法の 10 年とこれから⑴」ジュリ 1366 号（2008 年）128 頁〔林 発言、
矢尾渉 発言〕、高橋宏志〈司会〉「新民事訴訟法の 10 年―その原点を振
り返って―」判タ 1286 号（2009 年）19 頁〔西口元 発言、小松初男 発
言〕、福岡民事実務改善研究会「新しい民事訴訟の実務に向けて」判タ
1316 号（2010 年）37 頁、田原睦夫「民事裁判の再活性化に向けて」金
法 1913 号（2011 年）1 頁、笠井正俊「口頭弁論の現状と課題」法時 83
巻 7 号（2011 年）29 頁など参照。
 16   旧法下の法廷は、傍聴人のほか、自己の案件を待つ弁護士が後ろに並ん
でいるという状況であった。日本裁判官ネットワーク ･ 前掲注 14）判
時 2149 号 13 頁〔中本和洋 発言〕など参照。なお、現行法下の弁論準
備手続は、関係者公開であり、裁判長の許可を得た者は傍聴可能である
が、現に傍聴許可が求められることはあまりない。









02小林先生nn.indd   100 13/03/28   17:43
101
複合対話的審理モデル −民事訴訟における協調的対話と競争的対論−（小林  学）
 19   日本裁判官ネットワーク ･ 前掲注 14）判時 2149 号 111-12 頁〔井垣敏生 
発言〕。
 20   たとえば、日本裁判官ネットワーク ･ 前掲注 14）判時 2149 号 13 頁〔井
垣敏生 発言〕など。
 21   西口元「裁判官の争点整理のスキル」判タ 1134 号（2004 年）15 頁な
ど参照。
 22   この体制下における利用者は、単に評価を求められるだけの受動的立場
にはなく、自ら手続構築のアイディアを発信する能動的役割を果たすこ
とになる。これは、後掲注 27）のプロシュマーを想起させよう。
 23   これにつき、拙稿「『協調 ･ 対話の世界』における法律学試論」白門 62
巻 2 号（2010 年）55 頁以下参照。
 24   心理学の分野では、とりわけ、臨床心理学者のカール ･R･ ロジャー





 25   教育学の領域では、T グループなど集団療法的な体験学習を挙げること
ができよう。これにつき、津村俊充＝山口真人編『人間関係トレーニン
グ〔第 2 版〕』（ナカニシヤ出版、2005 年）など参照。
 26   実験やロールプレイなどのアクティヴラーニングが体験学習の典型例で
あるが、近時は、社会との接点を重視したエクスターンシップやサービ
スラーニングなども行われている。






 28   たとえば、競合的交渉や評価型調停（evaluative mediation）は、競争的ア
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プローチに属する。この点につき、拙稿「ミディエーション ･ モデルに
関する予備的考察」桐蔭法学 14 巻 2 号（2008 年）60 頁【図 2】参照。
 29   鈴木有香『人と組織を強くする交渉力―コンフリクト ･ マネジメントの
実践トレーニング―〔第 2 版〕』（自由国民社、2011 年）20-25 頁など。
 30   この場合、双方の満足度の総和は 100 パーセントを下回ることはない。
たとえば、有名なオレンジの寓話（これにつき、ロジャー ･ フィッシャー
＝ウィリアム ･ ユーリー＝ブルース ･ パットン〔金井宣夫＝浅井和子 訳〕
『新版ハーバード流交渉術』（TBS ブリタニカ、1998 年）88 頁参照）では、
各自の満足度は 100 パーセントであると思われるので、両者の満足度の
総和は 200 パーセントであるといえよう。　
 31    鈴木 ･ 前掲注 29）20-25 頁など。
 32   たとえば、日弁連は、労働審判制度の成功に倣うべく、「民事審判」を提
案する。中本和洋「民事裁判の現状と改革の課題」自正 62 巻 1 号（2011
年）18 頁など。
 33   この点につき、さしあたり、上田竹志「民事訴訟手続の ICT 化」法時 83
巻 7 号（2011 年）32 頁以下を参照。
 34   本稿では、単に「当事者」と表記した場合には訴訟代理人を含み、「訴
訟当事者」や「当事者本人」と表記した場合には、訴訟代理人は含まな
いものとする。
 35   井上正三＝高橋宏志＝井上治典編『対話型審理―「人の顔」の見える民
事裁判―』（信山社、1996 年）に所収の各論稿、大澤恒夫『法的対話論』
（信山社、2004 年）62 頁など参照。
 36   西口元ほか「チームワークによる汎用的訴訟運営を目指して (1) ～ (5･
完 )」判タ 846 号（1994 年）7 頁 ･847 号（1994 年）11 頁 ･849 号（1994
年）14 頁 ･851 号（1994 年）18 頁 ･858 号（1994 年）51 頁、西口元「民
事訴訟の汎用的審理モデルを目指して―大阪地裁における審理充実の
試み―」井上ほか編 ･ 前掲注 35）80 頁、太田朝陽「N コート ･ モデル
と書記官」井上ほか編 ･ 前掲注 35）98 頁など。
 37   弁論兼和解を多用していた福岡地方裁判所の審理方式につき、寺尾洋
「集中証拠調べと争点整理の技法―西口方式についての感想―」井上ほ
02小林先生nn.indd   102 13/03/28   17:43
103
複合対話的審理モデル −民事訴訟における協調的対話と競争的対論−（小林  学）
か編 ･ 前掲注 35）151 頁など。
 38   現行民事訴訟法と N コートの類似性については、高橋宏志「民訴法改
正によって審理はどう変わるか―N コート方式に関連して―」井上ほ
か編 ･ 前掲注 35）169 頁参照。
 39   前掲注 15）掲載の諸文献参照。
 40   この傾向は、2000 年の司法制度改革審議会による「民事訴訟利用者調










 41   訴訟手続における発言の機会が当事者本人の満足度を高めるとの欧米
での研究成果につき、菅原郁夫「当事者の訴訟関与と訴訟評価」佐藤
岩夫＝菅原郁夫＝山本和彦編『利用者からみた民事訴訟』（日本評論
社、2006 年）132 頁に掲載の Tyler, T.R. & Lind E.A., “A Relation Model of 
Authority in Group”, Advanced Experimental Social Psychology, Vol.25 (1992), 
pp. 115-191 を参照。
 42   拙稿「ミディエーション ･ モデルに関する予備的考察」桐蔭法学 14 巻
2 号（2008 年）60 頁【図 2】、和田尽孝＝中西淑美『医療コンフリクト
･ マネジメント』（シーニュ、2006 年）27 頁など参照。
 43   民事訴訟での攻撃的な書面の応酬に対する脳科学的な分析として、池谷
裕二  鈴木仁志『和解する脳』（講談社、2010 年）132 頁参照。
 44   たとえば、西口元＝渡會千恵＝水戸達城「新民事訴訟法下の N コート
モデル」井上治典＝佐藤彰一共編『現代調停の技法』（判例タイムズ社、
1999 年）515 頁以下など参照。
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 45    P･ カラマンドレーイ著〔小島武司＝森征一 共訳〕『訟法と民主主義』（中
央大学出版部、1976 年）105-110 頁など参照。
 46   これが判例（最判昭 50･10･24 民集 29 巻 9 号 1417 頁［ルンバール事
件］、最判平 12･7･18 判示 1724 号 29 頁）・通説の立場である。これに
対して、相当の蓋然性に引き下げることを提唱する少数説（優越的蓋
然性説）もある（伊藤眞『民事訴訟法〔第 4 版〕』（有斐閣、2011 年）
330 頁注 192）。なお、英米法諸国では、「証拠の優越（preponderance of 
evidence）」で足りるとされている。









交流）は、民間 ADR 機関の拡充 ･ 活性化という観点からも、検討に値
しよう。
 49   人証調べを行うのは続行期日であることが通常であるが、第 1 回口頭弁
論期日で実施することも可能である（とりわけ、本人訴訟）。
 50   これには、審理の見通しを立てたり、事件の振り分けを行う第 1 回口頭
弁論期日のほか、準備的口頭弁論期日（民訴法 164 条）、人証調べを実
施しない通常の続行期日がある。




中証拠調べ）の IT 化とは別に検討されるべきであろう。なお、BS にお
ける FTF と CMC の比較を行った実証研究として、山浦麻子「ブレーン
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ストーミングにおけるコミュニケーション ･ モードと目標設定の効果」
対人社会心理学研究 1 号（2001 年）45 頁がある。












 53   進行協議期日は、争点整理手続の選択、審理計画の策定、専門的知見を
要する事件での専門家による説明会などを行い、今後の進行を見定める
ために当事者双方と裁判所が協議する手続である（民訴規則 95 条 1 項）。
 54   条文邦訳につき、法務大臣官房司法法制部編『ドイツ民事訴訟法典―
2011 年 12 月 22 日現在―』（法曹界、2012 年）参照。
 55   ドイツにおいても、裁判所は、手続がいかなる段階にあるかを問わず
に、 紛 争 の 和 解 的 解 決（Gütliche Streitbeilegung） に つ い て 配 慮 す る




 56   以上につき、東京弁護士会民事訴訟問題等特別委員会編『民事訴訟代理
人の実務Ⅱ 争点整理』（青林書院、2011 年）133 頁以下〔山岸泰洋〕お
よびそこに掲載の諸文献を参照。
 57    たとえば、P･ アーレンスは、ドイツにおける当事者の対論に関して、「民
事訴訟の中核としての口頭弁論は、裁判所に法的争訟について当事者
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 58   フランスでは、原告が被告に対して召喚状（assignation）を送達し、そ
の写しを裁判所に提出することにより、事件が裁判所に係属することに
なる。東弁委員会編 ･ 前掲注 56）128 頁〔森田芳玄〕。
 59   このことを分かりやすく示すものとして、野山宏「フランス共和国にお
ける民事訴訟の実情について」法曹界編『ヨーロッパにおける民事訴訟
の実情（下）』（法曹界、1998 年）91 頁以下の図解を参照。
 60   書証の伝達とは、書証の原本を相手方（弁護士）に送付し、閲覧の機会
を与えることであり、相手方はこれを返還しなければならない。野山 ･
前掲注 59）20 頁。
 61   野山 ･ 前掲注 59）20 頁 ･33 頁。なお、フランスでは、証人尋問（enquête）
や当事者尋問が行われることは稀であるという。
 62   以上につき、山本和彦『フランスの司法』（有斐閣、1995 年）58-59 頁。
 63   司法研修所編『フランスにおける民事訴訟の運営』（法曹界、1993 年）
146 頁。





られるという（野山 ･ 前掲注 59）56 頁）。
 65   代訴士 ･ 弁護士の一本化後も、前代訴士・弁護士の両者が訴訟に関与し、
旧態のまま事前手続と弁論を分担しているとの事情が認められるとす
るのは、門口正人『裁判官フランスを歩く―フランスの社会 ･ 司法事情
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―』（青林書院、2012 年）242 頁。
 66   少額裁判手続は本人訴訟を念頭に置いた手続である。そのため、ディス
クロージャ （ーCPR, Part31）や和解申出（CPR, Part36）などの適用はない。
我妻学『イギリスにおける民事司法の新たな展開』（東京都立大学出版会、
2003 年）149 頁。
 67   原 則 と し て、 請 求 金 額 が UK£5,000 以 下 の 事 件 は 少 額 裁 判 手 続、
UK£5,000 超 15,000 以下の事件は迅速コース、そして、UK£15,000 超の
事件はマルチ ･ トラックに配分される。イギリスの民事訴訟手続全般に
つき、我妻 ･ 前掲注 66）137 頁以下（とりわけ、145 頁の表 3-1）参照。
 68   ①少額裁判手続では、裁判所は、手続進行に関する指示（direction）を
当事者に与え、最終ヒアリング期日を設定し、その 2 週間前までに当事
者に対して必要な書証、専門家の報告書、証人の陳述書などの交換を命















ル（pre-action protocols）が導入されている。③マルチ ･ トラックでは、
裁判所が実施する準備手続として、トライアル前のチェック ･ リスト、
ケースマネジメント協議会、プリトライアル ･ レヴューがある（CPR, 
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r.29.2 ⑴ , r.29.3 ⑴）。ケースマネジメント協議会は、当事者間における
争点等への合意の有無や証人 ･ 専門家の要否などの具体的な争点整理
を協議する（Practice Direction 29, paras 5.1 ～ 5.9）。プリトライアル ･ レ
ヴューは、トライアルの進行計画を作成するもので、トライアル 8 週間
前に行われる。




 70   2008 年度の統計では、提訴事件のうち 94.8％がトライアル前に終了し
ているが、その主要な原因は和解であるとみるのは、雨宮弘和「英国
における和解のプロセスとそこに働く力―自主的紛争解決の場として




合、④提訴後の調停 ･ あっせんによる場合の 4 つがあるという。See 
Neil Andrews, ENGLISH CIVIL JUSTICE AND REMEDIES; Progress and 
Challenges, Nagoya Lectures, SHINZANSHA, 2007, p.104.
 71   浅香吉幹『アメリカ民事手続法〔第 2 版〕』（弘文堂、2008 年）3-4 頁、
溜箭将之『アメリカにおける事実裁判所の研究』（東京大学出版会、
2006 年）61 頁など。
 72   アメリカでは、提訴事件のうち、トライアルに至るのは、ほんの数パー
セントにすぎない。たとえば、連邦地方裁判所（District Court）および
巡回裁判所（Circuit Court）における過去 5 年の統計をみると、2007 年
は 4.1％、2008 年は 2.0％、2009 年は 1.2％、2010 年は 1.1％、2011 年は
1.1％である。Judicial Business of the United States Courts の Annual Report
（各年の Table C-4A）を参照（See http://www.uscourts.gov/Statistics/
JudicialFactsAndFigures.aspx）。
 73   開示の方法には、相手方の請求をまたずに当事者自ら開示するⒶ当然開
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示（disclosures）および当事者が相手方や第三者に対して開示を行うよ
う請求するⒷ請求開示（discovery）がある。さらに、Ⓐは「冒頭の当然
開示」（initial disclosures: FRCP, 26 条⒜⑴）と「専門家証言の当然開示」
（disclosures of expert testimony: FRCP, 26 条⒜⑵）、そして、「トライアル
前の当然開示」（pretrial disclosures: FRCP, 26 条⒜⑶）の 3 つに、Ⓑは証
言録取（depositions: FRCP, 30 条）、質問書（interrogatories: FRCP, 33 条）、
文書提出（producing documents: FRCP, 34 条⒜⑴）、現場検証（entering 
onto land, for inspection: FRCP, 34 条 ⒜ ⑵ ）、 身 体 ･ 精 神 検 査（physical 
and mental examinations: FRCP, 35 条）、自白要求（requests for admission: 
FRCP, 37 条）の 5 つに分けられる。なお、2006 年の FRCP 改正では、近時、




 74   サマリー ･ ジャッジメントは、ディスカヴァリ終了後 30 日内であれば、







 75    浅香 ･ 前掲注 71）4 頁など。





（direct examination）、反対尋問（cross examination）、再主尋問（redirect 
examination）の順で展開する。浅香 ･ 前掲注 71）117 頁など。
02小林先生nn.indd   109 13/03/28   17:43
110
桐蔭法学 19 巻 2 号（2013 年）






問題としての判決（judgment as a matter of law）」を下すことができる（評
議前の場合を「指示評決［directed verdict］」、評決後の場合を「評決と
異なる判決［judgment non obstante veredicto; judgment n. o. v.］」と称する）。
 78   プリトライアル ･ カンファレンスにおいて裁判官が和解成立に向けてど
の程度積極的な役割を果たすべきかについては、アメリカにおいても意
見が分かれている。M･D･ グリーン著〔小島武司＝椎橋邦雄＝大村雅彦 
共訳〕『体系アメリカ民事訴訟法』（学陽書房、1985 年）238 頁注 113 な
ど参照。
 79   See  Stanley L. Brodsky, PLINCIPLES AND PRACTICE OF TRIAL 
CONSULTATION, THE GUILFORD PRESS, NY. 2009.
 80   とりわけ、近時は、e- ディスカヴァリに関して電子データの抽出作業を
請け負う専門業者（e- ディスカヴァリ ･ ベンダー）が活況を呈している。
なお、日本にも、e- ディスカヴァリ ･ ベンダーとして国際訴訟支援サー
ヴィスを提供する企業がある（たとえば、株式会社 UBIC）。







ンドにおける決闘裁判」成城法学 42 号（1993 年）73 頁 ･90 頁。
 82   原文等は、HP（http://www.unidroit.org/english/principles/civilprocedure/
main.htm）を参照。邦訳については、名古屋裁判所国際関係法研究会訳
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「アメリカ法律協会 ･ 私法統一国際協会 国際民事訴訟原則」判時 1998
号（2008 年）3 頁以下も参照。









 84   通常の口頭弁論で争点整理を実施することも可能である（東弁委員会編
･ 前掲注 56）101 頁〔福島成洋〕）。なお、いかなる形で争点整理を行う
かは、当事者の意見を聴いたとしても、裁判所の裁量によるというのが
現行法のスタンスである。
 85   新件部は、東京地方裁判所民事部の第 25 部（1958 年 9 月）および第 26
部（1959 年 1 月）に設けられた（古関敏正「新件部を設けて」自由と




されざるを得ないことが指摘されている（古関 ･ 上掲 35 頁）。
 86   古関 ･ 前掲注 85）36 頁 ･52 頁。
 87   山本和彦〈司会〉「争点整理をめぐって（下）」判タ 1268 号（2008 年）
8 頁〔山本和彦  発言〕。
 88    古関 ･ 前掲注 85）36 頁。
 89   加藤新太郎編『リーガル ･ コミュニケーション』（弘文堂、2002 年）
157-160 頁〔加藤〕。
 90   最高裁判所事務総局『裁判の迅速化に係る検証に関する報告書（施策編）
平成 23 年 7 月』19-20 頁は、「争点整理を効率的・効果的に行うために、
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①証拠収集 ･ 主張提出段階、②争点議論段階、③争点確定段階の 3 つの
ステップを明確に意識して進めていくプラクティスを可能にする方策
について、検討を進める」とする。東弁委員会編 ･ 前掲注 56）16 頁〔山
浦善樹〕も参照。




 92   争点整理におけるストーリー主張につき、塩谷國昭「争点整理手続にお
ける主張のあり方」判タ 1134 号（2004 年）8 頁以下など。
 93   この準備段階の流れの説明は、争点整理のあり方を述べた塚原朋一『新
民事訴訟実践ノート』（青林書院、1999 年）56 頁以下の記述をもとに、
協調的対話の実践に適合するように表現したものである。
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―」木川古稀上 477 頁 ･483 頁）。
 96   野村美明「紛争解決過程における交渉概念と討論 ･ 議論 ･ 対話の概念」






クール交渉学〔第 2 版〕』（白桃書房、2007 年）228 頁〔鬼澤友直〕。
 97   たとえば、日本知的財産仲裁センターにおける仲裁鑑定やセンター判定
（http://www.ip-adr.gr.jp/business/）などの利用が考えられる。また、アメ
リカの裁判所付設型の仲裁（court-annexed arbitration）については、小島






ける仲裁の活用」World Justice 3 号（2002 年）1 頁以下）。
 98   この点、山本和彦「争点整理における ADR の利用」判タ 1134 号（2004
年）27 頁を参照。ちなみに、アメリカの合衆国法律集は、連邦地方裁
判所に対し、トライアル前会議（pretrial conference）において原則と
してすべての当事者に ADR の利用検討を求めるよう定めている（28 
U.S.C.§651-658）。この裁判所付設型の ADR（court-annexed ADR）は、
民間の ADR プロバイダーのなかから、裁判所が認定した ADR プログ
ラム（Approved Programs）の利用を当事者に勧奨するもので、ADR 手
続には、調停 ･ 仲裁のほか、早期中立評価（Early Neutral Evaluation）、
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 99   ADR サイドからの言及として、拙稿「ある ADR 機関の将来予測―2 つ
のシナリオ―」白門 63 巻 2 号（2011 年）54-56 頁。
100   兼子一原著『条解民事訴訟法〔第 2 版〕』（弘文堂、2011 年）904 頁〔上
原敏夫〕など。
101  司法研修所編『六訂民事弁護の手引』（日弁連、2000 年）24-41 頁、山
浦 ･ 前掲注 94）130 頁、原田和徳「要件事実の機能―裁判官の立場から」
伊藤滋夫＝難波孝一編『民事要件事実講座 第 1 巻』（青林書院、2005 年）
92 頁など。
102  自白の争点整理機能につき、東弁委員会編 ･ 前掲注 56）242-244 頁〔高
木加奈子〕。





104  今井功「争点 ･ 証拠の整理と審理の構造」竹下守夫＝今井功編『講座
新民事訴訟法Ⅰ』（弘文堂、1998 年）218 頁など。
105  山本和彦「弁論準備手続①―立法の経過と目的」三宅省三ほか編『新
民事訴訟法大系 第 2 巻』（青林書院、1999 年）260-261 頁など。
106  東弁委員会編 ･ 前掲注 56）192 頁〔大坪和敏〕、福田剛久〈司会〉「座
談会 ･ 民事訴訟のプラクティス（下）」判タ 1369 号（2012 年）31 頁〔始
関正光発言、戸田久発言〕など。
107  別席方式（個別面接方式）の許容度という点でも、争点整理手続と和
解手続とは異なる。東弁委員会編 ･ 前掲注 56）192 頁〔大坪和敏〕。
108  大澤恒夫『法的対話論』（信山社、2004 年）206 頁など。
109  これは、ペイメント・イントゥ・コート（payment into court）に代表さ
れる、一定のサンクションを背景として当事者の一方が自己の和解案
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への同意を相手方に迫る制度であり、イギリス（CPR, Part 36）やアメ
リカ（FRCP, 68 条）などでみられる。M. カペレッティ＝ B. ガース〔小
島武司訳〕『正義へのアクセス』（有斐閣、1981）92 頁、小島武司『ADR･
仲裁法教室』（有斐閣、2000）39 頁、拙稿「和解成立率と『対抗的和
解申出 ･ 預託』」法学新報 113 巻 9 ＝ 10 号（2007 年）209 頁、拙稿「対
抗的和解申出・預託―自主的合意形成のためのデヴァイス―」小島武
司先生古稀祝賀 ･ 下巻『民事司法の法理と政策』（商事法務、2008 年）
431 頁。
110  もっとも、和解手続に対する CS という観点からすれば、裁判所は、当
事者間における協調的対話を支援 ･ 促進することに意を用いるべきでは
なかろうか。
111  瀬木比呂志『民事訴訟実務と制度の焦点』（判例タイムズ社、2006 年）
138 頁、山本和彦〈司会〉「争点整理をめぐって（上）―『民事訴訟実












115  河野正憲「訴状 ･ 答弁書の記載事項と釈明」ジュリ 1028 号（1993 年）
80 頁以下など。
116  柳川鋭士「弁護士 ･ 裁判所間の情報共有化の過程と弁護士 ･ 裁判所双方
の役割―民事訴訟に対する信頼の向上と更なる改善策の一提言―」判時
2153 号（2012 年）9 頁など。
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117  訴訟進行照会回答に期待される効果につき、瀬木 ･ 前掲注 111）66 頁、
柳川 ･ 前掲注 116）8 頁など。
118  滝井繁男「第一回口頭弁論期日の指定」三宅省三ほか編『新民事訴訟
法大系 第 2 巻』（青林書院、1999 年）100 頁以下、瀬木 ･ 前掲注 111）
62 頁以下、柳川 ･ 前掲注 116）8 頁など。




120  N コートにおける争点整理も、「フリーディスカッション（ヒアリン
グ）」、「争点整理」、および、「立証プラン作成」の 3 ステップからなる
という。西口元「民事訴訟の汎用的審理モデルを目指して―事前準備、
争点整理及び集中証拠調べの 1 つのモデル―」民訴雑誌 41 号（1995 年）
219 頁 ･222-223 頁、同 ･ 前掲注 21）判タ 1134 号 15 頁など。
121  2007 年 10 月から 11 月にかけて、東京地方裁判所で主に民事通常訴訟
事件を担当する 36 か部を対象としたアンケートの結果によると、弁
論準備手続を通常、「第 1 回口頭弁論後に付する」が 48.0％と最も多
く、ついで「2 ～ 3 回程度の口頭弁論を重ねた後に付する」が 13.6％で
あったという（東京地方裁判所プラクティス委員会第三小委員会「民事
訴訟の運用に関するアンケート結果⑴『主張整理関係』（中間とりまと
め）」判タ 1268 号（2008 年）30 頁）。また、2010 年 1 月から同年 12 月
までの民事第一審訴訟事件（地方裁判所）における争点整理実施率は、
27.7％（過払金等以外では 37.0％）であった（最高裁判所事務総局『裁
判の迅速化に係る検証に関する報告書（概況編）平成 23 年 7 月』31 頁）。
122  準備書面は、裁判所へ提出するとともに相手方にも直送するものとさ
れ（民訴規則 83 条 1 項参照）、当事者間および裁判所との間で正確な
コミュニケーションがなされるよう配慮されている。
123  瀬木 ･ 前掲注 111）181 頁以下は、通常の口頭弁論期日における争点整
理を「口頭弁論充実型争点整理 ･ 訴訟運営」と称し、実践してきたと
いう。
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第三小委員会 ･ 前掲注 121）29 頁）。なお、弁論準備手続に関するその
他のデータにつき、近藤隆司「争点整理手続の分析―弁論準備手続は
制度目的を達しているか？」判タ 1307 号（2009 年）31 頁以下を参照。
125   前掲注 15）掲載の諸文献参照。
126  瀬木 ･ 前掲注 111）51 頁以下、山本〈司会〉･ 前掲注 111）23-24 頁〔瀬
木比呂志  発言〕。
127  野村 ･前掲注 96）25 頁および 29 頁注 57 掲載の平田オリザ『対話のレッ
スン』（小学館、2001 年）155 頁を参照。
128  裁判所職員総合研修所書記官研修部教官室「平成 20 年度民事実務（訴
訟）研究会『争点中心型審理における書記官の役割』講義要旨」総研
所報 6 号（2009 年）60 頁以下、裁判所職員総合研修所書記官研修部
教官室「平成 21 年度民事実務（訴訟）研究会『争点中心型審理にお
ける書記官の役割』講義要旨」総研所報 7 号（2010 年）38 頁以下、
裁判所職員総合研修所書記官研修部教官室「平成 22 年度民事実務（訴
訟）研究会『民事裁判手続の具体的な進行段階や事件の性質に応じた








130  たとえば、静岡県司法書士会調停センターふらっと編『実践 ADR ～調
02小林先生nn.indd   117 13/03/28   17:43
118




つき、拙稿 ･ 前掲注 99）53 頁以下を参照。
131   山本〈司会〉･ 前掲注 111）24 頁〔瀬木比呂志  発言〕。











135  山本〈司会〉･ 前掲注 111）27 頁〔瀬木比呂志  発言〕。
136  実務上、この要約書面の提出は稀であり、その要因として、争点が明
確でない場合もあるが、裁判官が口頭で確認する場合が多いと思われ
るとの指摘として、東弁委員会編 ･ 前掲注 56）128 頁〔永岡秀一〕。
137  前掲注 7）一問一答 207 頁など。
138  笠井・前掲注 15）30 頁および同頁の注 19）掲載の諸文献も参照。なお、







出すことは許されない（M･D･ グリーン ･ 前掲注 78）243 頁）。
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う。なお、山本〈司会〉･ 前掲 87）判タ 1268 号 8 頁〔垣内秀介  発言〕
も参照。






144  峻別論としては、山本和彦「争点整理について」民商法雑誌 110 巻





西口 ･ 前掲注 141）吉村古稀 327 頁など。
146  西口 ･ 前掲注 141）吉村古稀 327-328 頁。なお、ドイツでは集中証拠調
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べの後に、裁判所と当事者の間で討論が行われること（ZPO279 条 3 項）
につき、本稿Ⅴ１を参照。




の基礎』（有斐閣、1998 年）163 頁所収〕、同『新民事訴訟法〔第 4 版〕』
（弘文堂、2008 年）127 頁以下など）や多数当事者紛争をそのまま訴訟
にのせる多極的な構成（メリーゴーラウンド）の示唆（谷口安平「多
数当事者訴訟について考える」月刊法教 86 号（1987 年）15-16 頁）な
どにおいて、通底する発想を見出すことができよう。また、アメリカ
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